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第４章 平成 37（2025）年の医療需要と病床数の推計 

  医療需要の推計に当たっては、厚生労働省が開催する「地域医療構想策定ガイドラ

ン等に関する検討会」において推計方法等が検討され、その結果、レセプト等のデー

タを用いて医療需要を推計することとなりました。 

 推計された医療需要を基に病床数が計算されており、高度急性期、急性期、回復期、

慢性期の４つの区分に分けられています。 

  具体的な推計方法については、以下のとおりです。 

   

１ 医療需要の推計方法 

(1) 構想区域ごとの医療需要の推計 

○ 平成 37（2025）年における病床の機能区分ごとの医療需要（推計入院患者数）

は、厚生労働省から示された構想区域ごとの基礎データを基に推計します。 

○ 以下の推計方法は、厚生労働省令に基づく構想区域全体における医療需要の

推計のための方法です。このため、この推計方法の考え方が、直ちに個別の医

療機関における病床の機能区分ごとの病床数の推計方法となったり、各病棟の

病床機能を選択する基準になるものではありません。 

 

平成 37（2025）年の医療需要の推計方法 

 

○ 現在の入院受療率※に基づく推計であるため、将来の医療提供体制の変化（医

療機関の整備等による受療動向の変化、交通事情、医療技術の進歩等）は考慮

されていません。 

○ なお、平成 37（2025）年の性・年齢階級別人口については、国立社会保障・

人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013）年 3 月中位推計）』

を用いています。 

 

(2) 高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能の医療需要推計の考え方 

○ 病床機能報告制度において、高度急性期機能は「急性期の患者に対し、状態

の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能」、急性期機

能は「急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて医療を提供する機能」、

回復期機能は「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテ

ーションを提供する機能」と定義されています。 

○ 高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能の医療需要については、患者に

対して行われた診療行為を診療報酬の出来高点数で換算した値（以下「医療資

源投入量」という｡）で推計しています。その際、看護体制等を反映する入院基

本料を含めた場合、同じような診療行為を行った場合でも医療資源投入量に差

が出ることから、推計における医療資源投入量に入院基本料相当分は含まない

こととされています。 

構想区域の平成 37（2025）年の医療需要 

＝［当該構想区域の平成 25（2013）年度の性・年齢階級別の入院受療率× 

  当該構想区域の平成 37（2025）年の性・年齢階級別推計人口］を総和したもの 
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○ これらを踏まえ、ＤＰＣデータの分析による医療資源投入量と入院日数との

関係から、高度急性期と急性期の境界点（Ｃ１）を 3,000 点、急性期と回復期

との境界点（Ｃ２）を 600 点、回復期と慢性期及び在宅医療等との境界点を 225

点（Ｃ３）とした上で、在宅復帰に向けた調整を要する幅（境界点に達してか

ら退院調整等を行う医療需要）を更に見込み、175 点で区分して推計します。

なお、175 点未満の患者数については、慢性期機能及び在宅医療等の患者数と

して一体的に推計します。 

 

高度急性期機能、急性期機能、回復期機能の医療需要の推計イメージ 

 

構想区域ごとに性・年齢階級別の入院患者延べ数（人）を 365（日）で除して１日

当たり入院患者延べ数を求めます。この値と人口との比率が入院受療率です。 

病床の機能別分類の境界点の考え方 

医療資源投入量

高度急性期

在宅等においても実施できる医療やリハビリテーションの密度におけ
る医療資源投入量

ただし、境界点に達してから退院調整等を行う期間の医療需要を見込
み、１７５点で推計する。

救命救急病棟やＩＣＵ、ＨＣＵで実施するような重症者に対する診療
密度が特に高い医療（一般病棟等で実施する医療も含む）から、一般
的な標準治療へ移行する段階における医療資源投入量

急性期における医療が終了し、医療資源投入量が一定程度落ち着いた
段階における医療資源投入量

基本的考え方

回復期

※

急性期

Ｃ１

３，０００点

Ｃ２

６００点

Ｃ３

２２５点

 

 ※ 在宅復帰に向けた調整を要する幅を見込み、175 点で区分して推計します。なお、

175 点未満の患者数については、慢性期機能及び在宅医療等の患者数として一体的

に推計します。 
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(3) 慢性期機能の医療需要推計の考え方 

○ 病床機能報告制度において、慢性期機能は「長期にわたり療養が必要な患者

を入院させる機能」、「長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識

障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又は難病患者等を入院させる機能」と

定義されています。 

○ 慢性期機能の医療需要については、主に慢性期機能を担っている療養病床※

の診療報酬が包括算定であるため、一般病床※のように医療資源投入量に基づ

く分析が難しいことから、慢性期機能の中に在宅医療等で対応することが可能

と考えられる患者数を一定数見込むという前提に立った上で、療養病床の入院

受療率の地域差を解消するよう一定の幅の中で目標を設定し、患者数を推計す

ることとされています。 

○ 具体的には、平成 25（2013）年度のＮＤＢ※のレセプトデータによる療養病

床の入院患者数のうち、「医療区分※１の患者の 70％を在宅医療等で対応する

患者数」として推計し、また、「その他の入院患者数について入院受療率の全

国における地域差を解消」するよう推計します。 

○ 入院受療率の地域差を解消するための目標については、構想区域ごとに以下

のパターンＡからパターンＢの範囲内で定めることとされています。 

○ 本県は、全構想区域において、パターンＡよりも緩やかな目標設定であるパ

ターンＢに基づき推計することとしました。 

入院受療率の地域差の解消目標 

 
 

○ なお、一般病床の障害者数・難病患者数については、慢性期機能の医療需要

として推計します。 

 

(4) 在宅医療等の医療需要推計の考え方 

○ 「在宅医療等」とは、居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老

人ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施設、その他医療を受ける者が療養

生活を営むことができる場所であって、現在の病院・診療所以外の場所におい

て提供される医療を指します。 
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○ 在宅医療等の医療需要を推計するためには、次の４つを合計します。 

・ 療養病床の入院患者数のうち、医療区分１の患者数の 70％及び入院受療率

の地域差を解消していくことを見込む患者数 

・ 一般病床の入院患者数のうち、医療資源投入量が 175 点未満の患者数 

    ・ 在宅患者訪問診療料を算定している患者数 

    ・ 介護老人保健施設の施設サービス受給者数 

 

慢性期機能及び在宅医療等の医療需要のイメージ 

障害者・

難病

患者数

療養病床の

入院患者

一般病床で

175点未満

の患者数

現時点で訪問診療を

受けている患者数

在宅医療等
回復期

機能

現時点の

老健施設の

入所者数

回復期

リハ病棟

の患者数

医療区

分１の

70％

地域

差の

解消

慢性期機能

 

 

(5) 構想区域間及び都道府県間の医療需要の調整 

ア 患者住所地と医療機関所在地に基づく医療需要 

○ 構想区域ごとの医療需要の推計方法には、「患者住所地ベース」と「医療

機関所在地ベース」があり、構想区域間や都道府県間における患者の流出入

については、この２つの医療需要の範囲内で地域の実情に応じて調整を行い

ます。 

 

「患者住所地ベース」 

   患者の流出入がなく、すべての入院患者が住所地のある構想区域の医療機関に

入院すると仮定して算出する方法 

 

 「医療機関所在地ベース」 

   患者の流出入が現行のまま継続するものとして平成 25（2013）年度の医療機関

における医療供給をベースに算出する方法 

 

イ 県内の構想区域間の調整 

○ 県内の構想区域間の患者流出入については、次の考え方を基本に医療需要

を推計します。 

     ・ 高度急性期機能及び急性期機能 

       今後も限られた医療資源を有効に活用する必要があるため「医療機関所

在地ベース」により推計します。 

・ 回復期機能及び慢性期機能 

    できるだけ患者の住み慣れた地域での在宅医療等の提供を目指すため

「患者住所地ベース」により推計します。 



第４章 平成 37 年（2025）年の医療需要と病床数の推計 

28 

 

ウ 都道府県間の調整 

      ○ 都道府県間における患者の流出入については、厚生労働省通知に基づき、

病床機能区分別かつ構想区域別に 10 人/日以上の患者の流出入が生じている

場合に、都道府県間の協議により調整を行います。 

 ○ 本県においては、慢性期の医療需要について、次のとおり 10 人/日以上の

患者の流出入があり、患者の受療動向や医療提供体制等を踏まえて関係県と

協議を行った結果、調整対象の医療需要は医療機関所在地の医療需要として

算出することとしました。 

【慢性期】

医療機関所在地 患者流出入 患者住所地

下越構想区域（新潟） 33.2 人/日 庄内構想区域（山形）

新川構想区域（富山） 14.2 人/日

富山構想区域（富山） 16.3 人/日
上越構想区域（新潟）

 

エ 魚沼基幹病院の開設に伴う関係構想区域間の調整 

    ○ 魚沼構想区域においては、平成 27（2015）年６月に三次救急と高度・専門

的医療を担う魚沼基幹病院が開院し、地域の医療提供体制の再編が行われま

したが、厚生労働省から示された構想区域ごとの基礎データは、平成 25

（2013）年度の値であるため、再編後の受療動向を表してはいません。 

○ そのため、高度急性期及び急性期機能の医療需要を医療機関所在地ベース

で推計するに当たり、再編前後の国保・後期高齢者分レセプトデータを用い

て受療動向の変化を把握し、医療需要の調整に反映することとしました。 

○ 具体的には、再編前後の国保・後期高齢者分レセプトデータの受療動向に

認められた変化は、厚生労働省提供の基礎データに基づく平成 37（2025）年

における医療需要推計にも同様に生じると仮定した上で、当該推計において

再編後の魚沼構想区域の完結率（魚沼構想区域に住所地のある患者が魚沼構

想区域に所在する医療機関に入院する割合）を算出し、その完結率になるま

で魚沼構想区域からの患者の主な流出先である中越構想区域への流出が減少

するように調整しています。 

オ 県央基幹病院の整備に伴う関係構想区域間の調整 

 〇 県央基幹病院については、平成 35（2023）年度早期の開院を目標としてい

るため、現段階では現状の医療提供体制を基に推計しますが、今後、県央基

幹病院の進捗状況等を踏まえた調整を行う可能性もあります。 

２ 病床数の推計 

(1) 厚生労働省令に基づく推計結果 

○ 平成 37（2025）年における病床数は、病床機能区分ごとに推計された医療需

要を次の病床稼働率で割り戻して算出します。 

     ・ 高度急性期 75％ 

     ・ 急性期   78％ 

     ・ 回復期   90％ 

     ・ 慢性期   92％ 
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○ 国の考え方に基づき推計した結果、平成 37（2025）年における新潟県の病床

数は 18,283 床、医療機能別では高度急性期 1,661 床，急性期 5,730 床、回復期

5,709 床、慢性期 5,183 床となります。 

   〇 今後、本県では、この推計値を関係者間で共有した上で、引き続き不足する

機能の充足など課題解決に向けた協議を継続します。 

【留意点】 

○ なお、慢性期機能については、療養病床から介護保険施設等への転換など、

医療需要の中に在宅医療等で対応する患者を一定数見込むという前提で推計

しています。このため、地域における医療・介護の多様な状況を踏まえると、

慢性期の入院患者と在宅医療等の患者を明確に区分することは難しく、慢性期

の病床数は、ある程度の幅を持った数値であることに留意が必要です。 

 

厚生労働省令に基づく平成 37（2025）年における医療需要及び病床数の推計 

高度急性期 1,252 1,244 1,245 1,661

急性期 4,479 4,470 4,469 5,730

回復期 5,138 5,137 5,138 5,709

慢性期 4,764 4,770 4,768 5,183

合　　　計 15,633 15,621 15,620 18,283

在宅医療等 28,218 28,059 28,218

高度急性期 97 92 92 123

急性期 355 345 345 442

回復期 428 400 428 476

慢性期 405 413 439 ※2 477

合　　　計 1,285 1,250 1,304 1,518

在宅医療等 2,414 2,403 2,414

高度急性期 544 599 599 799

急性期 1,851 1,970 1,970 2,526

回復期 2,077 2,286 2,077 2,308

慢性期 1,927 2,057 1,927 2,095

合　　　計 6,399 6,912 6,573 7,728

在宅医療等 11,078 11,224 11,078

高度急性期 103 65 65 87

急性期 405 350 350 449

回復期 564 447 564 627

慢性期 398 371 398 433

合　　　計 1,470 1,233 1,377 1,596

在宅医療等 2,425 2,291 2,425

高度急性期 244 281 269 ※3 359

急性期 824 897 879 ※3 1,127

回復期 877 937 877 974

慢性期 1,074 1,125 1,074 1,167

合　　　計 3,019 3,240 3,099 3,627

在宅医療等 5,324 5,359 5,324

高度急性期 81 44 57 ※3 76

急性期 353 265 282 ※3 362

回復期 382 308 382 424

慢性期 364 267 364 396

合　　　計 1,180 884 1,085 1,258

在宅医療等 2,241 2,126 2,241

高度急性期 157 145 145 193

急性期 577 546 546 700

回復期 625 596 625 694

慢性期 472 427 442 ※2 480

合　　　計 1,831 1,714 1,758 2,067

在宅医療等 4,122 4,070 4,122

高度急性期 26 18 18 24

急性期 114 97 97 124

回復期 185 163 185 206

慢性期 124 110 124 135

合　　　計 449 388 424 489

在宅医療等 614 586 614

※1 調整方針　：高度急性期・急性期 「医療機関所在地ベース②」、回復期・慢性期 「患者住所地ベース①」

※2 県間調整　：慢性期 下越（=405.4+33.2人/日）、上越（=472.3-14.2-16.3人/日）

※3 区域間調整：高度急性期 中越（=280.7-12.2人/日）、魚沼（=44.3+12.2人/日）

　　　　　　　：急性期 中越（=896.8-17.4人/日）、魚沼（=264.9+17.4人/日）

※4 病床稼働率：高度急性期 75％、急性期 78％、回復期 90％、慢性期 92％

佐
渡

上
越

県
央

中
越

魚
沼

新
潟
県

下
越

新
潟

構想区域／
機能区分

医療需要（入院患者数） 病床数の推計

患者住所地ベース
① （人 / 日）

医療機関所在地ベース
② （人 / 日）

調整後の入院患者数
③ （人 / 日）　※1

③/病床稼働率 ※4
（床）
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(2) 新潟県独自の医療需要及び病床数の推計値の設定 

ア 新潟県独自の推計値について 

 〇 地域医療構想における病床数は、厚生労働省令で定められた計算式を基に

推計しますが、本県においては、独自に医療需要及び病床数について推計を

行い地域医療構想に記載することとしました。 

 〇 これは、平成 37（2025）年に患者が必要とする病床数を確保するという考

えから、疾病別に病床数を積み上げたものです。 

〇 この本県独自の医療需要及び病床数については、関係者で議論を重ねたも

のであり、県として重要かつ基礎的な数値として、厚生労働省令に基づく推

計値と併せて記載するものです。 

    〇 今後、本県では、この推計値を関係者間で共有した上で、引き続き不足す

る機能の充足など、課題解決に向けた協議を継続します。 

 

イ 推計方法の検討について 

 〇 新潟県保健医療推進協議会専門委員会（地域医療構想策定部会）の検討に

おける以下の意見等を参考に、疾病ごとに病床数を推計し、その積み上げを

行うこととしました 

・ 地域の実情を踏まえた県としての考え方を、病床数の推計に反映すべき。 

・ ４区分（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）の数値を並べるだけで

なく、具体的な疾病がどうなっているのかという視点も重要ではないか。 

・ 患者にとって、病床が不足することがないように、疾病区分別に病床数

を考えることが必要ではないか。 

 

ウ 医療需要及び病床数の推計について 

〇 推計に当たっては、厚生労働省から地域医療構想の策定のために提供され

ている「必要病床数等推計ツール」から得られた疾病ごとの病床数を基にし

ています。 

〇 疾病ごとの病床を確保するため、推計ツールで得られた疾病分類別の病床

数について、小数点以下を全て切り上げし整数とした後に、それらを合算し

ています。 

    ※ ただし、「必要病床数等推計ツール」の利用制限により、疾病別の病床数

が不明な部分については、県における推計によって病床数を設定しています。 

 

エ 検討に基づく医療需要及び病床数の推計値 

 〇 検討に基づいた医療需要及び病床数の推計値は、次のとおりです。 
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新潟県独自の検討に基づく平成 37（2025）年における医療需要及び病床数の推計 

高度急性期 1,352 1,802

急性期 4,587 5,881

回復期 5,271 5,858

慢性期 4,768 5,183

合　　　計 15,978 18,724

在宅医療等 27,812

高度急性期 104 139

急性期 358 459

回復期 449 499

慢性期 439 477

合　　　計 1,350 1,574

在宅医療等 2,358

高度急性期 613 817

急性期 1,987 2,547

回復期 2,093 2,326

慢性期 1,927 2,095

合　　　計 6,620 7,785

在宅医療等 11,020

高度急性期 79 105

急性期 368 472

回復期 583 648

慢性期 397 432

合　　　計 1,427 1,657

在宅医療等 2,363

高度急性期 284 378

急性期 895 1,147

回復期 894 993

慢性期 1,075 1,168

合　　　計 3,148 3,686

在宅医療等 5,266

高度急性期 74 99

急性期 300 385

回復期 403 448

慢性期 364 396

合　　　計 1,141 1,328

在宅医療等 2,172

高度急性期 164 219

急性期 562 721

回復期 644 716

慢性期 442 480

合　　　計 1,812 2,136

在宅医療等 4,088

高度急性期 34 45

急性期 117 150

回復期 205 228

慢性期 124 135

合　　　計 480 558

在宅医療等 545

※ 病床稼働率：高度急性期 75％、急性期 78％、回復期 90％、慢性期 92％

佐
渡

中
越

魚
沼

上
越

新
潟

県
央

下
越

新
潟
県

構想区域／
機能区分

医療需要（入院患者数） 病床数の推計

入院患者数
 （人 / 日）

入院患者数/病床稼働率 ※
（床）
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３ 居宅等における医療の状況 

(1) 在宅医療等の医療需要 

   ○ 厚生労働省から提供される平成 25（2013）年度の基礎データを基に平成 37

（2025）年における性・年齢階級別人口推計に基づき推計した結果、新潟県の

在宅医療等の医療需要（居宅、介護施設等における療養患者数）は次のとおり

です。 

 

※ 本構想において「居宅等における医療」と「在宅医療等」は同義であり、基本

的には前者を用いますが、文脈等によって後者を用いる場合もあります。 

 

厚生労働省令に基づく平成 37（2025）年における在宅医療等の医療需要 

 

新潟県 28,218 12,189

下越 2,414 836

新潟 11,078 4,826

県央 2,425 708

中越 5,324 2,418

魚沼 2,241 893

上越 4,122 2,364

佐渡 614 144

構想
区域

医療需要（居宅、介護施設等における療養患者数）

在宅医療等
 （人 / 日）

左記のうち訪問診療のみ
（再掲）

 
 

   ○ 在宅医療等の医療需要については、２(1)に記載したとおり、「療養病床のう

ち医療区分１の患者数の７割」や「一般病床の入院患者数のうち医療資源投入

量が 175 点未満の患者数」などが入院医療から在宅医療等へ移行するとの仮定

に基づき推計しています。 

  ○ しかしながら、療養病床における患者の状態や在宅医療等へ移行するための

受け皿となる介護保険施設等の整備状況などは、地域によって異なることから、

現在の在宅医療等の提供体制等を踏まえた上で、今後の対応を検討する必要が

あります。 

○ そのため、本県においては、医療機関の協力を得て、「在宅医療に関する医

療機関実態調査」を実施しました。 

 

(2) 在宅医療に関する医療機関実態調査について 

＜調査対象等＞ ：県内全ての病院（131 か所）及び歯科・特養併設等を除く全

ての一般診療所（1,278 か所）を対象とした郵送による調査 

＜調査内容＞  ：在宅医療の実施状況、療養病床等について 

＜調査基準日＞ ：平成 28 年 4 月 1 日 
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＜回収状況＞ 

単位：件

対象 回収 回収率 対象 回収 回収率

新潟県 131 124 94.7% 1,278 868 67.9%

下越 17 16 94.1% 110 86 78.2%

新潟 50 49 98.0% 563 361 64.1%

県央 10 9 90.0% 136 98 72.1%

中越 20 18 90.0% 233 161 69.1%

魚沼 14 14 100.0% 61 45 73.8%

上越 14 12 85.7% 150 101 67.3%

佐渡 6 6 100.0% 25 16 64.0%

病院 診療所
構想区域

 

 

   ア 在宅医療を担当している医師数 

単位：人

構想区域 病院 診療所 合計

新潟県 124 564 688

下越 9 55 64

新潟 48 203 251

県央 2 63 65

中越 18 130 148

魚沼 25 28 53

上越 12 75 87

佐渡 10 10 20
    

   ○ 県全体で見ると、主に診療所の医師が在宅医療を担っていますが、魚沼、佐

渡構想区域においては、他の構想区域に比べ、病院の医師が在宅医療に関わる

機会が多いことがわかります。 

 

 

   イ 在宅医療を担当している医師の年代別人数 

単位：人

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代 90歳代 無回答 小計

新潟県 5 14 20 39 26 8 3 0 9 124

病院
在宅医療を担当している医師の年代別人数

 

単位：人

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代 90歳代 無回答 小計

新潟県 1 9 69 152 192 70 34 2 35 564

診療所
在宅医療を担当している医師の年代別人数
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（病院）                （診療所）   

 

   ○ 病院、診療所ともに、主に 50 歳代・60 歳代の医師が在宅医療を担っており、

医師の高齢化に伴って円滑な世代交代が課題となります。 

 

   ウ 自宅で在宅医療を実施している医療機関数等 

単位：施設

予定あり 予定なし 予定あり 予定なし

新潟県 53 10 59 122 471 35 355 861

下越 5 3 7 15 51 2 33 86

新潟 19 4 26 49 166 20 174 360

県央 3 1 5 9 45 3 48 96

中越 7 1 9 17 106 5 49 160

魚沼 9 1 4 14 28 1 14 43

上越 6 0 6 12 65 2 33 100

佐渡 4 0 2 6 10 2 4 16

※　無回答を除く

計
構想区域

病院 診療所

実施
未実施

計 実施
未実施

 
 

   エ 自宅で在宅医療を実施しない理由（複数回答可） 

 （病院） 

    

No. 選択項目 回答数 %

1 時間的余裕がない 47 44.8

2 在宅医療に興味がない 0 0.0

3 24時間対応することに無理がある 39 37.1

4 多職種との連携が難しい 1 1.0

5 その他 18 17.1

無回答 0 0.0

全体 105 100.0  
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 （診療所） 

   

No. 選択項目 回答数 %

1 時間的余裕がない 237 39.7

2 在宅医療に興味がない 17 2.9

3 24時間対応することに無理がある 232 38.9

4 多職種との連携が難しい 28 4.7

5 その他 82 13.7

無回答 1 0.2

全体 597 100.0  

   ○ 在宅医療を実施しない理由は、多くの病院・診療所が「時間的余裕がない」、

「24 時間対応することに無理がある」を選択していることから、役割を相互に

補完し合い、在宅療養を支える仕組みを検討する必要があります。 

 

   オ 自宅で在宅医療を行っている患者数 

単位：人

構想区域

新潟県 943 7,339 8,282

下越 74 493 567

新潟 371 2,897 3,268

県央 26 369 395

中越 31 1,707 1,738

魚沼 333 468 801

上越 96 1,285 1,381

佐渡 17 124 141

※　在宅医療を行っている患者の実人数（H28.4月～6月の月平均値）

病院 診療所 合計

 

 

   カ 自宅・介護保険施設以外注で在宅医療を実施している医療機関数等 

単位：施設

実施 未実施 計 実施 未実施 計

新潟県 10 112 122 149 692 841

下越 2 13 15 14 72 86

新潟 3 46 49 51 295 346

県央 0 9 9 11 85 96

中越 0 18 18 36 119 155

魚沼 3 11 14 8 37 45

上越 2 9 11 25 72 97

佐渡 0 6 6 4 12 16

※　無回答を除く

構想区域
病院 診療所

 

注：グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所等 
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   キ 自宅・介護保険施設以外で在宅医療を行っている患者数 

単位：人

構想区域

新潟県 133 1,405 1,538

下越 11 137 148

新潟 89 516 605

県央 0 130 130

中越 0 233 233

魚沼 32 82 114

上越 1 264 265

佐渡 0 44 44

※　在宅医療を行っている患者の実人数（H28.4月～6月の月平均値）

病院 診療所 合計

 

   ク 療養病床から自宅や他の施設への移行を検討した患者数（病院のみ） 

単位：人

自宅へ移行済み 割合 他施設へ移行済み 割合 差（移行検討中） 割合

新潟県 775 257 33.2% 258 33.3% 260 33.5%

※　H28.4月～6月の合計値

療養病床から他の施設や自宅への移行を検討した患者数
病院

 

   ○ 療養病床から自宅や他の施設への移行を検討した患者のうち、３割超は移行

検討中で流動的な状況にあることから、慢性期医療と在宅医療等の医療需要を

明確に区分することは難しいことがわかります。 

 

(3) 在宅医療の状況 

   ○ 「在宅医療に関する医療機関実態調査」の結果によると、在宅医療を未実施

の診療所も多く、在宅医療等の充実を支援していくことが必要と考えられます。 

  ○ なお、在宅医療等の検討に当たっては、当該調査で把握した本県の在宅医療

の提供体制や介護サービスの提供状況、地理・気象条件のほか、高齢者世帯の

状況などを考慮することが重要です。 

○ 医療資源等が不足する中で、広い県土に高齢者世帯が増加していく予測を踏

まえると、「居宅」だけでなく、「介護保険施設等」への医療提供体制の構築

が必要なことがわかります。 

○ また、降雪期には、外来通院や往診・訪問診療等が困難となる地域もあるこ

とから、本県の気象条件を踏まえ、医療を確保するための検討が必要です。 

○ 医療資源等の有効活用を図り、今後増加が見込まれる老人慢性疾患患者の暮

らしを支えていくためには、介護保険施設等への在宅医療の推進、中心市街地

への移住といった選択肢も踏まえ、地域において議論を継続していくことが重

要であると考えます。 

○ そのためには、県民自らが人生の最後をどのように迎えたいのか、考えるこ

とも重要です。 
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○ なお、在宅医療等の体制を確保するためには、多職種の連携が重要であるこ

とから、以下に取組の参考として、「在宅療養の推進に向けた多職種連携に係

るヒアリング」を通じて得られた意見等を記載します。 

 

 参 考  

 ～ 「在宅療養の推進に向けた多職種連携に係るヒアリング」における意見等 ～ 

（参加職種） 

 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、理学療法士、管理栄養士、ケアマネジャー、

介護福祉士、医療ソーシャルワーカー 

※ 在宅療養を支える関係職種について、本項目において、以下「多職種」としま

す。 

また、この意見等は、多職種連携に係る人材が一定程度確保された地域を前提

としたものです。 

 

【人材不足・認知度不足】 

 ○ 在宅で患者を診る医師が圧倒的に足りない。 

 ○ 歯科医師の訪問歯科診療に係るスキルを向上させていく必要がある。  

 ○ リハビリテーション専門職※は、約９割が病院勤務であり、訪問リハビリに関

わる人材が不足しているため、病院勤務者への研修や情報提供が必要となる。 

  ○ 薬剤師の訪問薬剤管理指導等のスキルアップや在宅医療等に関与するための 

共通意識の醸成が重要と考えている。 

  ○ 訪問栄養指導の認知度が低く、活用が進んでいない。 

  ○ 介護人材の不足により、十分なサービスを提供することができず、利用者の望

むＱＯＬ（生活の質）まで向上させることができていない。 

  ○ 介護職員の資質である観察力が低下すると、利用者の身体状態の変化に対する

「気づき」が遅れ、それは医療職への連絡の遅れにもつながることになる。 

  ○ 介護人材の不足と質の低下による影響が、利用者の身体状態の悪化などとして

現れることを懸念している。 

 

【患者の意向の尊重】 

○ 本人は最後を自宅で迎えたいと思っても、周囲の負担を考慮して言い出せない

状況が多く見受けられる。 

○ 独居老人の生活や老老介護の状況を所得状況も含めて明らかにした上で、対応

を考えていく必要がある。 

○ がんの末期患者でも、ＡＤＬ（日常生活動作）が高いと介護認定は要支援レベ

ルとなり、介護ヘルパーも十分に活用できない状況が見られる。 

○ 独居で身寄りがなくても在宅死を望む患者の意向を尊重するには、訪問看護だ

けでは対応できないため、多職種連携で知恵を出し合うことが求められている。 

○ ショートステイ、デイサービスなどを利用する際に、家族は地域連携手帳等に

どのような機能訓練をしてほしいのか、枠外にはみ出して記載してくる。この思

いを受け止めるためにも、連携ツールの整備と活用が必要と思う。 
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○ リハビリ専門職が、施設系・訪問系サービスにおいて、回復目標に達したか、

運動機能を再評価し、サービスを見直す（最終的には通常の生活の場に持ってい

く）など、ケアプラン※の変更にも関わっていく必要があると思う。 

 

【多職種が集まる機会の確保（連携の出発点）】 

 ○ 在宅療養における多職種連携の出発点は、入院を契機とした退院後の在宅療養

をどのように支えるかの検討であるため、病院のソーシャルワーカーの役割は重

い。  

  ○ 退院前カンファレンス※の際に多職種が初めて参集されるのでは遅い。この部

分のマネジメントに課題がある。 

  ○ 入院時に今後の療養生活を見据えて、病院がすべきこと（在宅療養側からの注

文）、在宅療養側がすべきこと（病院からの注文）を確認した上で対応する必要

がある。 

  ○ 在宅療養の準備が整えば、医療依存度が高い患者でも、独居の患者でも、本人

や家族に居宅療養の選択肢を提示できるが、準備不足では、居宅以外の療養病床

や介護保険施設等を選ばざるを得なくなる。 

  ○ 特に、がんの末期患者など残された時間が少ない患者については、在宅療養の

準備不足のために、退院時期が伸びたり、退院してもすぐに再入院といった本人

の意思を尊重できない結果にならないよう配慮が必要である。 

  ○ 模擬カンファレンスや症例検討会など、多職種が参加し、患者の生活を中心に

置いた上で、何が必要か、各職種は何ができるのか、意見を出し合う機会が必要。 

  ○ 各職種が提供できるサービスの内容を互いに理解し、多様な選択肢が提示され

る中で、ケアマネジメント※が構築される形となるため、その経験がケアマネジ

ャーを始めとする多職種の育成にもつながっていく。 

○ そのような機会がないと、ケアマネジメントについて、選択肢が少ない中で検

討がなされ、介護サービスの利用限度額や所得状況による制約から、日常生活の

確保を優先するあまり、必要な医療サービスが抜け落ちてしまうのではないかと

いう懸念がある。 

 

【多職種連携による取組】 

○ 摂食嚥下障害の患者に対する口腔ケアは、誤嚥性肺炎を防止するためにも重要

であり、歯科医療職から他職種（日常生活に関わる機会の多い訪問看護師、介護

福祉士等）への指導等も必要となる。 

○ 口腔ケアに関連して、処方薬にはドライマウスを来す薬も多いので、医師、薬

剤師、歯科医師、栄養士などが連携して患者のドライマウスをチェックすること

も重要となる。 

○ 介護施設での服薬介助において、空腹時に服用するものを食後に、砕いてはい

けない薬剤を砕いて服用させるなど、介護職員の薬剤への理解が不足している状

況も見受けられるため、薬剤師と介護職員との連携も重要となる。 

○ フレイル（高齢者の虚弱化）は、社会に関わる機会の減少や孤食等から始まる

ことが多いため、栄養指導や運動指導に留まらず、高齢者が集える場の提供など、

行政や市民団体等を含めた広い意味での「多職種」の連携が必要である。 
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○ また、高齢者となる手前の世代や自分が要介護となることをまだ想定できない

世代への意識啓発は、非常に大きな効果を生むものと考えられる。 

 

４ 病床機能報告制度の状況 

○ 平成 26（2014）年度から厚生労働省において開始された病床機能報告制度は、

一般病床・療養病床を有する病院及び有床診療所が、病棟ごとに４つの機能の中

から、自らの判断により「現状」と「将来の予定」を選択するほか、医療機関ご

とに構造設備、人員配置等に関する項目及び具体的な医療の内容に関する項目を

報告するものです。 

○ 毎年度、地域医療構想調整会議において地域医療構想における病床数の推計値

と現状を比較し、不足する医療機能の充足に向けた取組について協議を行うこと

とされています。 

〇 なお、平成 26（2014）年度は制度運用の初年度であり、他の医療機関の報告状

況等を踏まえていない報告となっています。 

○ また、病床数の推計値を定めている病床機能（高度急性期、急性期、回復期及

び慢性期）は、法令に基づいて診療報酬点数等を基に区分されており、病床機能

報告とは病床機能の捉え方が異なっているため、比較に当たって留意を要します。 

○ 今後、各医療機関は地域医療構想調整会議の協議を受けて、自院の現状と将来

を検討することとなり、次第に収れんされるものと見込まれますが、現時点にお

ける病床数の推計値との比較に関しては、参考の取扱いとします。 

 

病床機能報告制度における医療機能 

 高度急性期  ○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能 

 急性期  ○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能 

 回復期

 ○ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能。
 ○ 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、ＡＤＬ（日常生活動作）
  の向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを集中的に提供する機能（回復期リハビリテ
  ーション機能）

 慢性期
 ○ 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能
 ○ 長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又
  は難病患者等を入院させる機能 
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平成 26（2014）年７月１日時点の病床機能区分別許可病床数 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期

下越圏域
新発田市、村上市、胎内市、
聖籠町、関川村、粟島浦村

1,861 433 729 108 591

新潟圏域
新潟市、五泉市、阿賀野市、
阿賀町

9,494 2,055 3,917 695 2,827

県央圏域
三条市、加茂市、燕市、
田上町、弥彦村

1,957 0 1,215 105 637

中越圏域
長岡市、柏崎市、小千谷市、
見附市、出雲崎町、刈羽村

4,507 565 2,177 205 1,560

魚沼圏域
十日町市、魚沼市、南魚沼市、
津南町、湯沢町

1,544 0 1,126 120 298

上越圏域 糸魚川市、妙高市、上越市 2,373 534 1,168 236 435

佐渡圏域 佐渡市 584 0 393 0 191

22,320 3,587 10,725 1,469 6,539

二次医療圏 全体

合　　計
 

  

平成 27（2015）年７月１日時点の病床機能区分別許可病床数 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期

下越圏域
新発田市、村上市、胎内市、
聖籠町、関川村、粟島浦村

1,813 388 677 217 531

新潟圏域
新潟市、五泉市、阿賀野市、
阿賀町

9,344 1,600 3,938 763 3,043

県央圏域
三条市、加茂市、燕市、
田上町、弥彦村

1,927 0 1,133 165 629

中越圏域
長岡市、柏崎市、小千谷市、
見附市、出雲崎町、刈羽村

4,469 91 2,553 205 1,620

魚沼圏域
十日町市、魚沼市、南魚沼市、
津南町、湯沢町

1,582 26 1,152 76 328

上越圏域 糸魚川市、妙高市、上越市 2,367 534 1,032 307 494

佐渡圏域 佐渡市 545 0 354 0 191

22,047 2,639 10,839 1,733 6,836

二次医療圏

合計

全体

 

※ 無回答とした病床は計上していません。 

※ 医療機関の判断による報告であり、同じ病床であっても年度によって機能が変更されることがあるた

め、留意を要します。（例として、利用状況が変わらなくとも、医療機関の判断により、H26 年度に高

度急性期で報告していた病床を、H27 年度には急性期で報告することもあります。） 
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病床機能報告による病床数と平成 37（2025）年における病床数の推計値との比較 

現状〔2014年〕 将来推計〔2025年〕

推計１：厚生労働省令に基づく推計 推計２：新潟県独自の推計

構想区域 病床機能
病床数（H26
病床機能報告）

入院患者数
（H26病院報告）

病床数
入院患者数
（医療需要）

病床数
入院患者数
（医療需要）

全体 22,320 17,313 18,283 15,620 18,724 15,978

　高度急性期 3,587 1,661 1,245 1,802 1,352

　急性期 10,725 5,730 4,469 5,881 4,587

　回復期 1,469 5,709 5,138 5,858 5,271

　慢性期 6,539 5,183 4,768 5,183 4,768

全体 1,861 1,597 1,518 1,304 1,574 1,350

　高度急性期 433 123 92 139 104

　急性期 729 442 345 459 358

　回復期 108 476 428 499 449
　慢性期 591 477 439 477 439

全体 9,494 7,352 7,728 6,573 7,785 6,620
　高度急性期 2,055 799 599 817 613

　急性期 3,917 2,526 1,970 2,547 1,987
　回復期 695 2,308 2,077 2,326 2,093

　慢性期 2,827 2,095 1,927 2,095 1,927
全体 1,957 1,410 1,596 1,377 1,657 1,427

　高度急性期 0 87 65 105 79
　急性期 1,215 449 350 472 368

　回復期 105 627 564 648 583

　慢性期 637 433 398 432 397

全体 4,507 3,591 3,627 3,099 3,686 3,148

　高度急性期 565 359 269 378 284

　急性期 2,177 1,127 879 1,147 895

　回復期 205 974 877 993 894

　慢性期 1,560 1,167 1,074 1,168 1,075

全体 1,544 1,085 1,258 1,085 1,328 1,141
　高度急性期 0 76 57 99 74

　急性期 1,126 362 282 385 300
　回復期 120 424 382 448 403

　慢性期 298 396 364 396 364
全体 2,373 1,790 2,067 1,758 2,136 1,812

　高度急性期 534 193 145 219 164
　急性期 1,168 700 546 721 562

　回復期 236 694 625 716 644

　慢性期 435 480 442 480 442

全体 584 488 489 424 558 480

　高度急性期 0 24 18 45 34

　急性期 393 124 97 150 117

　回復期 0 206 185 228 205

　慢性期 191 135 124 135 124
※H26病床機能報告は無回答病床１６７床を含まない。

※端数処理の都合上、合計が一致しない場合がある。

魚沼

上越

佐渡

合計
（全県）

下越

新潟

県央

中越

 


